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一時預かり事業（幼稚園型）について 

 

 

一時預かり事業は、地域子ども・子育て支援事業として位置づけられ、子ども・子育て家庭

を対象とする事業として、市町村が地域の実情に応じて実施します。 

現行の一時預かり事業を基本とし、より子ども・子育て家庭のニーズに応える事業を実施で

きるよう実施要件を見直すことにより、さらなる事業の充実を図ることとしております。特に

幼稚園における預かり保育については、私学助成等から一時預かり事業への移行が予定されて

おり、円滑な事業実施が可能となるよう検討が必要です。 

 

１．幼稚園型の創設 

 

現行の預かり保育事業については、幼稚園が認定こども園に移行して保育認定を受けた子ど

もを受け入れ、施設型給付を受けることとなるものを除き、新制度では一時預かり事業として

取り扱われることとなります。このため、現行の預かり保育の実態も踏まえ、私学助成等から

の円滑な移行ができるよう、幼稚園・認定こども園と一体的に園児（教育標準時間認定の子ど

も）を主な対象として事業を実施することを前提とした新たな事業類型が創設されます。 

 

２．現行の預かり保育事業について 

 

 現在、川越市内の私立幼稚園３２園のうち３０園において、通常の教育時間の前後や長期休

業期間中等に、在園児等を対象とした預かり保育が行われています。 

 預かり保育の保育時間や利用料は各園が独自に設定しており、実施している幼稚園への補助

制度としては、県の私学助成と市の単独補助があります。 

 

＜現行の預かり保育の平均的な内容＞ 

・時 間 １４：００～１８：００ 

・利用料 日額１，２００円（時間額３００円） 

 ※ 時間、利用料は各園が独自に設定 

 

３．現行の埼玉県の私学助成について 

 

（１）趣旨 

女性の社会進出の拡大や核家族の進行など、幼児を取り巻く環境の変化に伴って多様化す

る家庭や社会の保育に対する要望に弾力的に対応し、もって子育てを支援するため、幼稚園

児の預かり保育事業を実施する学校法人に対し、私立学校（幼稚園）運営費補助金の特別分

として、補助金を交付する。 

 

（２）補助対象事業 

① 学校法人が、学校教育法施行規則第３８条及び幼稚園教育要領に基づいて定める教育時

間外に、その設置する幼稚園の園児を当該幼稚園内で預かる事業であること。 
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ア．幼稚園の年間開園日の半分以上の日数、１日２時間以上預かる事業 

イ．幼稚園の夏季休業日のうち１０日以上の日数、１日２時間以上預かる事業 

ウ．幼稚園の休業日（土曜日・日曜日等。夏季、冬季及び春季の長期休業日を除く。）の

うち年間１９日以上の日数、１日２時間以上預かる事業 

② 預かり保育に要する人件費を学校法人が支出していること。 

 

（３）補助金の額 

① 通常分（※（２）補助対象事業①のア） 

預かり保育規模 

１日平均の担当

職員数 

通常分 

補助限度額 

 

長時間保育（延長分）加算額 

５時間以上 

６時間未満 

６時間以上 

７時間未満 

７時間以上 

１人 ６０万円 ８万円 １６万円 ２４万円 

２人 ８５万円 １４万円 ２８万円 ４２万円 

３人以上 １１０万円 ２０万円 ４０万円 ６０万円 

 

② 休業日（※（２）補助対象事業①のイ・ウ） 

休業日預かり保育規模 

１日平均の担当職員数 

夏季休業日 

補助限度額 

休業日 

補助限度額 

 １人 １６万円  １５万円 

 ２人 ２８万円 ２４万円 

 ３人以上 ４０万円 ３３万円 

 

４．現行の川越市の預かり保育補助金について 

 

（１）定義 

保護者の労働等の事由により、幼稚園に在籍している者を当該幼稚園の教育時間を超えて

保育すること並びに園児の弟妹及び市長が認める６歳以下の者を幼稚園で保育すること。 

 

（２）補助対象事業 

① 教育を行う日において、保育時間（幼稚園の教育時間を含む。）は、１１時間を確保す

ること。ただし、必要に応じ９時間から１１時間未満とすることもできる。 

② 預かり保育に係る職員の人員を次のとおり確保できること。当該職員の２分の１以上の

者は、幼稚園及び小学校の教員の免許状並びに養護教諭の免許状を有する者、保育士、保

健師、看護師又は助産師とする。 

ア．園児及び３歳以上の弟妹等１０人に対して１人 

イ．３歳未満の弟妹等に対しては児童福祉施設最低基準第３３条第２項で定める基準によ

る人員 

③ 預かり保育に係る定員を２０人確保できること。 

（３）補助金の種類と額 

① 人数割 
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  年齢区分ごとに、年間延べ利用人数を年間実施日数で除した数（小数点以下四捨五入。

１未満は１。）に年齢区分に応じて定めた額を乗じた額を合計したもの。 

ア．１歳に満たない者   ４８０，０００円 

イ．１歳及び２歳の者   ３００，０００円 

ウ．３歳以上の者     １７０，０００円 

② 長期休業期間保育実施加算 １施設当たり年額３００，０００円 

③ 経費補助 １施設当たり年額４００，０００円 

 

５．新制度における一時預かり事業（幼稚園型）の補助単価について 

 

（１）国が示した補助仮単価の考え方 

 ・ 利用児童１日あたり単価を設定し、年間延べ利用児童数に応じて補助。 

・ 補助単価は、現行の預かり保育における私学助成の標準的水準を踏まえ、補助単価と利

用料との負担割合は基本的に１：１を想定し、定額補助とする。 

 ・ 事業規模に配慮し、補助額の上限・下限を設ける。 

 ・ 休日（土曜日等の週休日）は、休日単価を適用。 

・ 夏休み等の長期休業日は、職員の勤務状況等を考慮し、基本分単価を適用。 

・ 長時間の預かり（１日あたり４時間、休日８時間を超えて実施する場合）は、延長分の

加算単価を基本分単価に追加して適用。 

 ・ 園児以外の子どもを受け入れる場合の補助単価は、今後検討。 

  

（２）国が示した補助仮単価（園児１人当たり日額） 

 ① 基本分単価 

ア．通常単価 ４００円  

※ １日当たり平均利用園児数８名（年間延べ利用見込み人数２，０００人）を超

える施設に適用 

   イ．小規模施設単価 利用規模に応じ下記により算定した額 

※ １日当たり平均利用園児数８名（年間延べ利用見込み人数２，０００人）以下

の施設に適用 

    次のＡ及びＢによりそれぞれ算定した額の合計額 

    Ａ ８００千円を当該施設における年間延べ利用見込み人数（平日のみ）で除した額

（尐数点以下四捨五入） 

    Ｂ 上記Ａの額から通常単価４００円を減じた額 

  

② 休日単価 ８００円（園児１人当たり日額） 

 ③ 長時間加算単価 １００円（園児１人当たり日額） 

※ １日当たり４時間（休日は８時間）を超えて実施する場合に、①②の単価に加 

  算 

 

（３）本市における補助単価について 

  本市における補助単価については、利用児童１日あたり単価を設定し、年間延べ利用児童
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数に応じて補助を行う形とする。 

  現状においては、事業に係る収支の詳細が分からず、市独自の補助単価を設定することが

難しいため、国の示した補助仮単価を本市の単価として設定したいと考える。 

    

（４）新制度における一時預かり事業（幼稚園型）の利用料について 

  国では、補助単価と利用料との負担割合は基本的に１：１を想定し、補助単価を１人１日

４００円（休日単価・長時間加算単価は別途）としている。 

このため、国の考え方に基づくと、利用料は１人１日４００円となるが、現状の平均額（１

人１日１，２００円）とは乖離があり、また、現状では園ごとにさまざまな金額（平日４時

間４００円～２，０００円、休日８時間８００円～３２００円）が設定されている。 

利用料については、各市町村が定めることを基本としつつ、市町村の判断により各園の設

定に委ねることも可能とされている。 

 

６．まとめ 

 

平成２７年度は、市内幼稚園全てが新制度に移行せず従来型の幼稚園として継続する予定で

あるが、従来型の幼稚園においても、市の一時預かり事業（幼稚園型）を受託することができ

る。  

平成２８年度以降は、市内幼稚園においても新制度に移行する幼稚園が増えることが予想さ

れ、これらの園に対しては、基本的には市が一時預かり事業（幼稚園型）を委託することとな

る。また、本市の住民が新制度に移行する市外幼稚園の一時預かり事業を利用する場合には、

本市が市外の園に委託をして実施することとなる。 

新制度導入後は、一時預かり事業（幼稚園型）と預かり保育事業とが混在することとなるが、

これまでの実施状況や市の財政状況、子ども・子育て会議や幼稚園関係者等の意見を踏まえな

がら、準備を進めていきたい。 


